
記

公　告　日
入札執行者
この入札に関する契約条項を示す場所及び事務を担当する機関（以下「契約条項を示す場
所」という。）

静岡市葵区追手町９－６　静岡県庁
(契約事務に関する問合せ先)

　E-mail：kenchikukikaku@pref.shizuoka.lg.jp
(電子入札に関する問合せ先)
　電子調達ヘルプデスク 電話0570-011311

工事内容等
入札番号 第 号
工事名 年度 ［ 第 38 - - 01 号 ］

工事箇所
工事概要等 規　　模

構造形式

工　　法

工　　期 契約締結の翌日から　(ただし翌日が土・日・祝日にあたる場合は翌開庁日から)
限り

使用する主要な資機材
落札方式 本工事は、企業及び配置予定技術者の技術力等と入札価格を総合的に勘案して

落札者を決定する総合評価落札方式(簡易型Ⅱ)の施工工事である。
総合評価落札方式採用 本工事は、技術的な工夫の余地が小さいが、施工の確実性を確保することが
の理由 重要であるため、総合評価落札方式（簡易型Ⅱ）を適用する。

入　　札　　公　　告
【 総合評価方式（簡易型Ⅱ・事後確認型）入札後審査型・週休２日推進工事（完全週休２日（土日）Ⅰ型）・個別事項 】

　この入札は、静岡県電子入札システムにより執行する。

令和8年9月3日

静岡県知事　鈴木　康友

１－１ 令和8年9月3日
１－２ 静岡県知事　鈴木　康友
１－３

　静岡県財務部　建築企画課　054-221-2357　県庁東館13階

１－４
財工 80027

令和 8 Z1502
沼津商業高等学校管理棟他解体工事

駿東郡清水町徳倉地内

令和10年2月9日

　下記の建設工事について、制限付き一般競争入札（総合評価方式（簡易型Ⅱ・事後確認型）入札後審査
型）を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の6及び静岡
県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号。以下「規則」という。）第34条の規定により公告する。この工事
の入札執行等については、関係法令に定めるもののほか、本公告及び入札公告（総合評価方式（簡易型Ⅱ・
事後確認型）入札後審査型・共通事項）（以下「共通事項」という。）により行うものとする。

管理棟：鉄筋コンクリート造　２階建　延床面積2,200㎡
情報実習棟：鉄筋コンクリート造　３階建　延床面積555㎡
普通教室棟：鉄筋コンクリート造　３階建　延床面積2,774㎡
昇降棟：鉄筋コンクリート造　平屋建　延床面積594㎡
駐輪場：鉄骨造　２階建　延床面積380㎡
投球練習場：鉄骨造　平屋建　延床面積95㎡

上記に係る解体工事一式（設備、外構解体を含む。）
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入札に参加する者に必要な資格に関する事項
　静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて
満足していることについての確認を受けた者であること。

条　　件 左記の詳細
(1)静岡県建設工事競争入札
参加資格の認定業種
(2)許可の種類

(3)経営事項審査の総合評定
値
(4)営業所の所在地

(5)同種工事の施工実績

(6)配置予定技術者

(7)技術者の専任を要する工 １－９の入札日程に記載する開札日の翌日から起算して20日目から専任で
事においては、右に掲げる 配置できること。（土日祝日を含む。）
基準により専任できること

１－５

解体工事に係る認定を受けている者

解体工事業に係る特定建設業の許可を受け、かつ、廃棄物処理及び清掃に関す
る法律（昭和45年法律第137号）第14条第１項の規定に基づき、収集運搬業の許
可を受けている者であること。

条件なし

建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項に規定する営業所のうち、主た
る営業所が下田、熱海、沼津、富士、静岡又は島田土木事務所管内にあるこ
と。「主たる営業所」とは、建設業法に基づく建設業の許可申請時（変更申請
を含む）に届け出た、主たる営業所をいう。

平成23年４月１日以降に、国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した契約金
額５千万円以上の解体工事を元請として施工した実績を有すること。（平成23
年４月１日以降に完成、引渡し済のものに限る。）また、共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率が20パーセント以上のものに限る。なお、静岡県発
注工事での工事成績評定が64点以下の場合は、同種の工事実績として認めな
い。
※特殊法人等とは、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」
（以下「入契法」という。）第２条第１項に定めるものをいう。なお、入契法
における「特殊法人等」には、国立大学法人は含み、県立大学法人及び県立病
院機構は含まない。

（工場製作を含む工事）
工場製作のみが行われている期間については、専任での配置は不要とする。この場
合、専任での配置が不要な期間については、契約後に受発注者が協議して決定す
る。

・適正な主任技術者を配置できること。

（工場製作を含む工事）
工場製作のみが行われている期間と現場施工の期間を明確に区分することがで
きる場合、工場製作から現場施工に移行する際に、主任技術者又は監理技術者
を交代することができる。
この場合、工場製作のみが行われている期間に配置する主任技術者又は監理技
術者については、上記施工経験は求めない。また、様式第２号「入札参加資格
申請書」の技術者氏名等への記載及び配置予定技術者等の資格・施工経験の確
認資料の提出も不要とする。

・入札執行日以前に３ヶ月以上の雇用関係があること。

・建設業法第26条の規定により、請負金額に応じた専任の主任技術者又は下請
契約の合計金額に応じた監理技術者を配置すること。

　監理技術者資格者証の業種（解体）

　なお、他工事の主任技術者又は監理技術者との兼務の可否については、「監
理技術者制度運用マニュアル」（平成16年３月１日付け、国総建第316号）等に
基づき、発注者が判断する。
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(8)右に掲げる設計業務等の ＜設計業務等の受託者＞
受託者又は当該受託者と資
本若しくは人事面において
関連がある建設業者でない ＜当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者＞
こと ａ　当該受託者の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又は

　その出資の総額の100分の50を超える出資をしている建設業者
ｂ　建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を
　兼ねている場合における当該建設業者

(9)その他の条件 共通事項に記載のとおり

提出資料について
(1)提出期日および方法
　指定した日時までに提出すること。
①　提出期日

②　提出方法 原則として電子入札システムにより提出する。

(2)提出する資料一覧
・参加申請締切時に提出が必要な書類

入札参加資格確認申請書 １－９(1)参照
技術資料様式 表紙 １－９(2)参照
技術資料様式－１ 評価点申請一覧 　〃 
技術資料様式－５ 企業の施工能力・地域貢献度等 　〃
技術資料様式－６ 配置予定技術者の能力 　〃

・入札書提出時に必要な書類

様式第６号 入札価格（工事費）内訳書 入札時

申請書の添付資料 入札参加資格確認資料

（株）金丸建築設計事務所
静岡市駿河区丸子一丁目３番４号

１－６

様式等 タイトル 提出時期
□ 入札後審査様式第２号

□
□
□
□

様式等 タイトル 提出時期
□

・入札後事後審査時に必要な書類
様式等 タイトル 提出時期

□ 開札後２日以内(閉庁日を
除く。次順位者以降は別途
指示する。）

・根拠書類等の添付資料がある場合で、送信できない書類は提出期限(必着）までに持参又は郵送すること。
・また、電子入札システムによる送信は、１回しかできないので、注意すること。
・技術資料等の内容についてのヒアリングは行わない。

　入札前に提出する資料は、１－９(1)入札前の入札参加資格確認申請書の提
出、(2)入札前の技術資料等の提出による。
　入札後に提出する資料は、１－９(13)の入札後に行う資格確認資料及び技術
資料に係る根拠書類の提出による。

□ 技術資料の添付資料 技術資料に係る根拠書類 　〃 (該当のある場合)

・電子入札システムでは、技術資料様式（添付資料は除く）は、エクセルデータまたはＰＤＦ形式で提出する
こと。
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評価点申請一覧 ①

②

企業の施工能力 ①

②

③

(3)技術資料作成上の注意事項

（技術資料様式－１）

（技術資料様式－５）

同種工事として、次の要件を全て満たす元請施工実績を評価する。
・構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造（混構造含む）

・延床面積：2,700㎡ 以上（１棟当たり）
・工事種別：解体
・契約金額：設定なし

類似工事として、次の要件を全て満たす元請施工実績を評価する。
・構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造（混構造含む）

・延床面積：1,300㎡ 以上（１棟当たり）
・工事種別：解体
・契約金額：設定なし

工事成績は、静岡県建設事務総合システムに登録された（静岡県発注の）過
去３か年度（令和５年度から令和７年度に完成した当初契約500万円以上の
工事）の平均点（当該発注工事と同業種を対象とする。）で評価するが、申
請者からの申告も受け付けるものとする。

また、当該業種の成績評定がない入札参加資格者については加点評価しな
い。減点となる実績（64点以下）は、当該発注工事と同業種におけるものと
する。記載のない場合は、静岡県の算定により評価する。
申請点が静岡県の算定と異なる場合は、発注機関が申請者に申請内容を確認
し、本来の点に修正する。
発注機関から根拠となる資料（工事成績評定通知書の写し等）の提出を求め
られた場合は提出すること。

各評価項目について、評価項目の各様式に基づいた申請点を記入する。な
お、技術資料様式－１の申請点に誤りがあった場合は、評価項目の各様式に
記載されている内容や根拠書類に関係なく、本来の評価より自己申請が低い
場合は修正を行わず、自己申請が高い場合のみ本来の評価に下方修正する。

施工実績は、国、地方公共団体又は特殊法人等が発注し、平成28年度以降に
完成し、引渡しが完了した工事※の中から、以下に示す対象工事のいずれか
１件を記載する。

原則として、一般財団法人日本建設情報総合センターの工事実績情報サービ
ス(以下「CORINS」という。)に登録された工事とする。
CORINSで確認できない場合は、契約書、設計図書等で確認できること。

特殊法人等とは、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」
（以下「入契法」という。）第２条第１項に定めるものをいう。なお、入契
法における「特殊法人等」には、国立大学法人は含み、県立大学法人及び県
立病院機構は含まない。

施工実績の工事が静岡県発注工事の場合は、その工事の工事成績評定通知書
の写しを添付すること。なお、その工事成績評定が64点以下のものは施工実
績として認めない。

施工実績を確認できる資料として、該当工事のCORINSの工事カルテの写し
（CORINSで確認できない場合は、同種・類似工事の条件を確認できる図面・
特記仕様書等の写し）を添付すること。

JV（特定）工事の施工実績は各構成員の実績として、JV(経常）工事の施工
実績は、当該JV（経常）の実績として評価対象とする。

令和３年度から令和８年度に静岡県(財務部、経営管理部、交通基盤部、く
らし・環境部、経済産業部、企業局）が行う解体工事に係わる優良工事・安
全工事・地域貢献・ICT優良工事・働き方改革工事部門の表彰を受けている
場合は、表彰状の写しを添付すること。企業局の局長表彰は部長表彰扱いと
する。なお、令和８年度の表彰は、表彰日以降に公告した案件において、評
価対象とする。

「静岡県週休２日推進工事（建築工事）実施要領（令和２年４月１日施
行）」に基づき、技術資料提出期限日までに完成、引渡しが完了した４週６
休以上の現場閉所を実施した工事実績がある場合は、根拠書類として、工事
検査結果通知書及び工事成績評定通知書等の写しを提出すること。なお、静
岡県が発注した工事を評価対象とし、工事成績評定が64点以下のものは施工
実績として評価しない。
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④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

*評価対象とする登録基幹技能者
登録基幹技能者講習の種目 登録解体基幹技能者
登録基幹技能者が従事する工種 解体工事業

企業の地域貢献度等

※県内居住者であっても県内に住民登録していない者は評価しない。

県内の元請又は下請業者の組織に属し、登録基幹技能者制度に基づく以下に
示す種類の登録基幹技能者を配置する場合は、「登録基幹技能者講習修了
証」の写しを添付すること。なお、評価対象者は１名とし、本工事における
配置予定技術者（主任（監理）技術者若しくは監理技術者補佐又は現場代理
人）は評価対象としない。

「活用申請」とは、当該工事における評価点申請一覧（技術資料様式－１）
での「建設キャリアアップシステム」の活用申請とする。

「活用申請」ありの場合、「建設キャリアアップシステム」から出力される
「現場・契約情報」で元請事業者として当該工事における現場で登録された
就業履歴数（１以上）の確認ができるものを履行確認書類とする。（工事完
成時に監督員に提出する。）

令和７年度末までに静岡県、県内の国又は市町の機関等と災害協定を締結し
ている場合は、協定書の写し（所属団体が締結している場合は、自社の加盟
がわかる根拠書類を含む。）を添付すること。また、令和３年度から令和７
年度までに、静岡県又は県内の国又は市町の機関等との災害協定に基づく県
内での活動実績（訓練を除く。）がある場合は、その活動報告書及び協定書
の写しを添付すること。

（技術資料様式－５）

令和７年度の１年間に静岡県内における地域ボランティア活動（環境・美
化・交通安全、福祉活動等の企業の自発的な活動で、寄付活動は除く。）の
実績がある場合は、活動の時期、活動内容、自社名が記載された新聞・広報
紙、又は第三者（所属団体が主催する活動等については、自社の参加がわか
る根拠書類を含む。）の証明書を添付すること。（様式自由）

雇用実績は、県内居住者（雇用後に県内居住者となった者を含む。）を新規
に雇用し、技術資料提出日まで継続雇用され、以降も継続雇用の見込みがあ
る場合を評価し、次のいずれかを評価する。

（ａ）評価の対象となる「40 歳以下新規雇用」とは、令和７年度末時点で
40 歳以下で、令和７年度に雇用した者とする。

「障害者雇用企業登録者名簿(静岡県経済産業部）」に登録されている場合
は、根拠書類として令和８年３月31日時点で有効期間内の「障害者雇用企業
審査結果通知書」の写しを添付すること。

「静岡県次世代育成支援企業」に認定されている場合は、根拠書類として令
和８年３月31日時点で有効期間内の「静岡県次世代育成支援企業認証書」の
写しを添付すること。

技術資料提出期限日に有効なISO9001,ISO14001又はエコアクション21の認証
を取得している場合は,認証取得を証する書類の写しを添付すること。ま
た、平成23年度以降に静岡県が発注した解体工事において、ISO9001を活用
した監督業務による工事実績（技術資料提出期限日時点で引渡しが完了して
いること）がある場合はISO9001認証取得活用監督業務等承認通知書の写し
を添付すること。
ただし、工事成績評定64点以下は評価しない。

（ｂ）評価の対象となる「新規雇用」は、令和７年度の雇用とする。
上記のいずれかに該当する場合は、根拠書類として、次の書類を提出するこ
と。
・雇用を確認できる書類（監理技術者資格者証の写し、市区町村が作成する
住民税特別徴収税額通知書の写し又は雇用保険被保険者資格取得確認通知書
等自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明するもの）の写し
・県内居住を確認できる書類として、住民票の写し（技術資料提出日が属す
る月の３か月前の１日以降に発行され、個人番号（マイナンバー）の記載の
ないもの）又は運転免許証の写し

令和８年度(６月改正)総合評価活用ガイドライン(営繕工事)適用



配置予定技術者の能力

①
②

③

④

技術的能力の審査に関する事項
　技術審査における審査項目及び審査基準は以下のとおりとする。

・ 雇用実績

新規雇用（令和７年度）

・ 障害者雇用企業登録者名簿への登録（令和７年度）

・ 静岡県次世代育成支援企業の認定（令和７年度）

配置予定技術者の資格が確認できる資料を添付すること。

１－７

審査項目 審査基準

①工事成績評定点の平均点（令和５年度～令和７年度)

②同種・類似工事の施工実績（平成28年度以降）

③解体工事の表彰実績（令和３年度～令和８年度)

④週休２日推進工事の施工実績（令和７年度以降）

⑤登録基幹技能者の配置

⑥建設キャリアアップシステムの活用申請の有無

⑦品質管理・環境マネジメントの取組状況（実績：平成23年度以降）

①技術者の資格

②同種・類似工事の施工実績（平成28年度以降）

③解体工事の表彰実績（令和３年度～令和８年度)

④ＣＰＤ（継続教育）の状況（令和６年度～令和７年度における任意の１年間）

①地域内における主たる営業所の所在地

②災害協定に基づく活動実績（令和３年度～令和７年度)

③地域ボランティア活動の実績（令和７年度）

④労働福祉の状況（雇用）
40歳以下新規雇用（令和７年度末時点で40歳以下かつ令和７年
度雇用)

配置を予定する主任（監理）技術者の氏名等を記載する。なお、技術資料提
出時に配置予定技術者を特定できない場合は、資格等の要件を満たす複数の
候補者を申請することができる。その場合、審査については、各候補者のう
ち資格等の評価が最も低い者で評価する。（複数申請する場合は、本様式を
複写して使用する。）また、実際の施工に当たって技術資料に記載した配置
予定技術者を変更できるのは、病気、死亡、退職等に限る。

（技術資料様式－６）

施工経験は、平成28年度以降に完成、引渡しが完了した対象工事の中で、主
任（監理）技術者若しくは監理技術者補佐又は現場代理人として、「1-6(3)
企業の施工能力①」に記載する同種工事を元請として施工した経験がある場
合は１件記載する。

施工経験の工事が静岡県発注工事の場合は、その工事の工事成績評定通知書
の写しを添付すること。なお、その工事成績評定が64点以下のものは工事経
験として認めない。

記載した工事を確認できる資料として、CORINSの工事カルテの写し（CORINS
への登録がない場合は、同種及び類似工事の要件が確認できる契約書の写
し、契約図面の写し、主任技術者等通知書の写し）等を添付すること。

JV（特定）工事の施工実績は各構成員の実績として、JV(経常）工事の施工
実績は、代表構成員の実績として評価対象とする。

令和３年度から令和８年度に静岡県(財務部、経営管理部、交通基盤部、く
らし・環境部、経済産業部、企業局）が行う解体工事に係わる優良技術者表
彰を受けている場合は、表彰状の写しを添付すること。企業局の局長表彰は
部長表彰扱いとする。なお、令和８年度の表彰は、表彰日以降に公告した案
件において、評価対象とする。

令和６年度から令和７年度における任意の１年間において、各団体（建築Ｃ
ＰＤ運営会議、その構成団体又は（公社）日本技術士会）の継続教育におい
て、各段団体の設定する推奨単位又はその半数以上の単位取得がある場合
は、各団体が発行するCPD実績証明書等を添付すること。

配置予定技術者の能力

企業の地域貢献度等

企業の施工能力

令和８年度(６月改正)総合評価活用ガイドライン(営繕工事)適用



総合評価に関する事項
(1)入札の評価に関する基準
　各評価項目について下記の評価基準に基づき加点するものとする。
①企業の施工能力

１－８

評価項目 評価基準 配点 最大得点 根拠書類

81点以上 3.0 
79点以上81点未満 1.5 
79点未満又は実績なし 0.0 
※64点以下の実績がある場合は、ﾏｲﾅｽ評価する -1.0 

同種工事の実績あり 1.0 

類似工事の実績あり 0.5 

その他 0.0 

知事表彰の実績あり 3.0 
部長表彰の実績あり 2.0 
理事・参事・局長・出先所長等表彰の実績あり 1.0 
表彰の実績なし 0.0 

４週８休以上の実績あり 1.0 

４週６休以上４週８休未満の実績あり 0.5 

実績なし 0.0 

配置なし 0.0 

「活用申請」なし 0.0 

注）*1

注）*2

注）*3

注）*4

注）*5 評価対象とする登録基幹技能者は、次のとおりとする。
登録基幹技能者講習の種目 登録解体基幹技能者
登録基幹技能者が従事する工種 解体工事業

注）*6

注）*7 当該工事の発注業種と同業種のものを評価する。

過去３か年度にお
ける工事成績評定
点の平均点（*1）

3.0 

過去10年間の同種工
事の施工実績の有無
（*2）

1.0 
CORINS又は契約
書等の写し

過去５か年度又は入
札公告日の年度にお
ける優良工事等表彰

の有無(*3)

3.0 表彰状の写し

令和７年度以降の
週休２日推進工事
の施工実績の有無
(*4)

1.0 

工事検査結果通
知書及び工事成
績評定通知書の
写し等

登録基幹技能者の
配置の有無(*5)

配置あり 1.0 
1.0 

登録基幹技能者
講習修了証の写
し

建設キャリアアッ
プシステムの活用
申請の有無（*6）

「活用申請」あり 0.5 
0.5 

ISO9001、ISO14001又はエコアクション21の認証を
取得済み

1.0 

ISO9001、ISO14001又はエコアクション21の認証を
取得していない

0.0 

※平成23年度以降にISO9001を活用した監督業務に
よる工事を実施した企業には更に加点する

+1.0

工事成績は、静岡県発注工事（令和５年度から令和７年度に完成した当初契約500万円以上の工
事）の平均点（当該発注工事と同業種を対象とする。）とする。当該業種の成績評定実績がない場
合は、加点評価しない。

原則として、静岡県建設事務総合システムを活用して算定するが、算定と申請内容に相違がある場
合は、申請者に確認し点数を決定する。発注機関から根拠となる資料（工事成績評定通知書の写し
等）の提出を求められた場合は提出すること。

同種及び類似工事の実績とは、「1-6(3)企業の施工能力①」に記載する工事を元請として施工した
実績をいう。

対象は、静岡県(財務部、経営管理部、交通基盤部、くらし・環境部、経済産業部、企業局)が行う
解体工事の表彰とし、対象年度は令和３年度から令和８年度とする。企業局の局長表彰は部長表彰
扱いとする。なお、令和８年度の表彰は、表彰日以降に公告した案件において、評価対象とする。

対象は、「静岡県週休２日推進工事（建築工事）実施要領（令和２年４月１日施行）」に基づき、
技術資料提出期限日までに完成、引渡しが完了した４週６休以上の現場閉所を実施した工事とす
る。なお、静岡県が発注する工事を評価対象とし、工事成績評定が64点以下のものは施工実績とし
て評価しない。

登録基幹技能者は、県内の元請又は下請業者に属する１名を評価対象とする。なお、本工事に
おける配置予定技術者（主任（監理）技術者若しくは監理技術者補佐又は現場代理人）は評価
対象としない。

一般財団法人建設業振興基金によって運営がなされている建設キャリアアップシステムの活用を申
請する元請を評価対象とする。

品質管理・環境ﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取組
状況（*7)

2.0 

・ISO、ｴｺｱｸｼｮﾝ
21認証書の写し
・ISO9001認証
取得活用監督業
務等承認通知書
の写し
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②配置予定技術者の能力
評価項目 評価基準 配点 最大得点 根拠書類

解体工事施工技士 1.0 
その他 0.0 

同種工事の経験あり 2.0 
類似工事の経験あり 1.0 

同種工事の経験あり 1.0 
類似工事の経験あり 0.5 

その他 0.0 
部長表彰の実績あり 3.0 

表彰の実績なし 0.0 

注）*1

注）*2

注）*3 ＣＰＤ（継続教育）単位の評価について
証明書の種類 対象等

技術者の資格
1.0 資格証等の写

し

過去10年間の主任
（監理）技術者等
の施工経験の有無
（*1）

主任（監理）技術者若し
くは監理技術者補佐とし
ての

2.0 CORINS又は証
明できる契約
書等の写し

現場代理人としての

過去５か年度又は
入札公告日の年度
における優良技術
者表彰の有無
（*2)

3.0 表彰状の写し
理事・参事・局長・出先所長等表彰の実績あり 1.5 

ＣＰＤ制度に１年以上継続して登録しており、１年間
の取得単位が当該団体の推奨単位以上の場合

1.0 

ＣＰＤ制度に１年以上継続して登録しており、１年間
の取得単位が当該団体の推奨単位の半数以上推奨単位
未満の場合

0.5 

継続教育の証明なし又は各団体の推奨単位の半数未満
の取得の場合

0.0 

同種工事の実績とは、「1-6(3)企業の施工能力①」に記載する工事を元請として施工した実績をい
う。

対象は、静岡県(財務部、経営管理部、交通基盤部、くらし・環境部、経済産業部、企業局)が行う
解体工事の表彰とし、対象年度は令和３年度から令和８年度とする。企業局の局長表彰は部長表彰
扱いとする。なお、令和８年度の表彰は、表彰日以降に公告した案件において、評価対象とする。

建築ＣＰＤ個人実績表
建築ＣＰＤ実績証明書等

ＣＰＤ（継続教育）の取組状況の評価は、建築ＣＰＤ運営会議（ＣＰＤ推奨（目
標）単位を設定している各構成団体を含む。）及び公益社団法人日本技術士会のう
ち、１団体の継続教育を評価する。評価基準は、令和６年度から令和７年度の過去
２か年度のうち、任意の１年間における取得単位で評価する。根拠書類として、各
団体が発行する取得単位の証明書の写しを提出すること。

ＣＰＤ（継続教
育）の状況（*3)

1.0 実績証明書等

令和８年度(６月改正)総合評価活用ガイドライン(営繕工事)適用



点
（2）総合評価の方法

①

③企業の地域貢献度等
評価項目 評価基準 配点 最大得点 根拠書類

沼津土木事務所管内に主たる営業所あり 0.5 
その他 0.0 
災害協定の締結あり 0.5 

災害協定の締結なし 0.0 

該当なし 0.0 

該当なし 0.0 

該当なし 0.0 
注）*1

注）*2

注）*3

②評価の対象となる「新規雇用」とは、令和７年度における雇用とする。

注）*4 評価の対象は、令和８年３月31日時点で有効期間内のもの。

注）*5 評価の対象は、令和８年３月31日時点で有効期間内のもの。

最大得点合計： 24.0 

企業の地理的条件 0.5 

災害協定に基づく県内での活動の実績あり ＋1.0

※工事場所のある土木事務所管内における活動
実績の場合は更に加点する

＋0.5

前年度の地域ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動の実績の
有無(*2)

地域貢献活動の実績あり 1.0 1.0 証明書、新聞
記事等で自社
の参加がわか
るもの活動の実績なし 0.0 

雇用実績
(*3)

40歳以下新規雇用の実績あり 1.0 1.0 住民税特別徴
収税額通知書
の写し等、運
転免許証

新規雇用あり 0.5 

障害者雇用
(*4)

障害者雇用企業登録者名簿（静岡県経済産業部）への
登録あり

0.5 0.5 障害者雇用企
業審査結果通
知書の写し

次世代育成
支援(*5)

静岡県次世代育成支援企業認証制度による認定あり 0.5 0.5 認証書の写し

災害協定は、令和７年度末までに締結しているもので、静岡県又は県内の市町・国の機関（特殊法
人や公益法人は評価対象外とする。）との協定を対象とする。
活動実績は、令和３年度から令和７年度まで（当該年度における活動実績は評価しない。）におけ
る活動を評価する。訓練や年間（単価)契約によるものは評価対象としない。

評価対象は、令和７年度の県内における道路・河川・公園等の公共施設に係る美化活動、農地・森
林・海岸等で地域や行政との協働で実施する環境の保全活動、交通安全・防犯活動、福祉・医療・
教育に係る支援活動で、企業としての自発的な取組の活動（団体の構成員としての活動や町内会か
らの要請活動等を含む。）に限る。なお、寄付、募金、現物支給等の金銭的・物的な活動は評価し
ない。

雇用実績は、県内居住者（雇用後に県内居住者となった者を含む。）を新規に雇用し、技術資料提
出日まで継続雇用され、以降も継続雇用の見込みがある場合で、次のいずれかを評価する。

①評価の対象となる「40 歳以下新規雇用」とは、令和７年度末時点で40歳以下で、令和７年度に
雇用した者とする。

評価項目ごとの最低限の要求要件を満足する場合に標準点を与え、さらに技術資料の内容に応じ、加
算点を与える。なお、標準点を100点とし、加算点の最高点数を20点とする。したがって、上記(1)
「入札の評価に関する基準」によって得られた得点に20/24を乗じて加算点を算出する。（小数点以下
２位止め（３位を四捨五入））

過去５か年度の災
害協定に基づく活
動実績の有無及び
災害時の備え
（*1）

2.0 ・災害協定書
の写し（自社
の参加がわか
るもの）
・出動要請書
及び完了報告
書の写し

労
働
福
祉
の
状
況
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②

※１

（3）落札者の決定方法
①

②

③

④

入札日程
＜電子入札システムの場合＞
公告の日の翌日から （ 火 ） まで
（閉庁日(「静岡県の休日を定める条例」第１条に定める県の休日
をいう。以下同じ。）を除く。）の午前９時から午後９時まで、
ただし最終日は午後３時まで
＜持参の場合＞
公告の日の翌日から （ 月 ） まで
（閉庁日を除く。）午前９時から午後５時まで
申請書及び資格確認資料は、各２部（正本１部、副本１部）及び
長形３号封筒（簡易書留料金を含む切手460円貼付）を併せて
契約条項を示す場所に持参する。
＊提出資料については、共通事項参照
＜電子入札システムの場合＞
公告の日の翌日から （ 火 ） まで
（閉庁日を除く。）の午前９時から午後９時まで、
ただし最終日は午後３時まで
＜持参の場合＞
公告の日の翌日から （ 月 ） まで

＜郵送の場合＞

１－９

令和8年9月15日

令和8年9月14日

令和8年9月15日

令和8年9月14日

　総合評価は、標準点と加算点の合計である技術評価点を当該入札参加者の入札価格で除し、1,000を
乗じて得た評価値をもって行う。評価値の計算において入札価格は千円単位とし、1,000円未満の数値
は小数点以下で扱う。ただし、入札価格が調査基準価格（※１）を下回った場合は、調査基準価格で
評価値を算出する。

「静岡県低入札価格調査制度実施要領」第３条に定める調査基準価格（以下「調査基準価
格」という。）

　入札参加者は、価格及び技術資料をもって入札し、次の（ア）、（イ）の要件に該当する者のうち
(2)「総合評価の方法」により得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者と
する。（評価値は、小数点以下４位止め（５位を四捨五入）とする。このとき、同じ評価値がある場
合は、評価値に差が生じるまで小数点以下の位止めを増やすこととする。）

　ただし、落札候補者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは（ア）、（イ）の要件に該当
する入札をした他の者のうち評価値の最も高い者を落札候補者とすることがある。

　（ア）入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。
　（イ）評価値が、標準点（100点）を予定価格（千円単位）で除し、1,000を乗じた数値を
　　　　下回らないこと。

　上記①において、評価値の最も高い者が2者以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札候補者を
決定する。

　入札後に落札候補者から提出された入札参加資格確認資料（以下「資格確認資料」という。）によ
り、参加資格要件の詳細な確認を行う。その結果、参加資格要件を満たしていると確認した場合は、
当該落札候補者を落札者として決定する。参加要件を満たしていないと確認した場合は、次順位者を
落札候補者とし、資格確認資料の提出を求める。なお、落札者が決定するまで順次同様の手続を行う
ものとする。

　入札後に落札候補者から提出された技術資料の根拠書類により、評価項目の詳細な確認を行う。そ
の結果、評価項目の要件を満たしていると確認した場合は、当該落札候補者を落札者として決定す
る。評価項目を満たしていないと確認した場合は、次順位者を落札候補者とし、技術資料の根拠書類
の提出を求める。なお、落札者が決定するまで順次同様の手続を行うものとする。

（4）評価内容の担保
　　　受注者の責により提案内容が不履行の場合は、次の方法により工事成績評定点の減点を行う。
　　　・工事成績評定点の減点方法
　　　　　不履行の項目ごとに５点減点する。

（閉庁日を除く。）午前９時から午後５時までに、技術資料各１部を
契約条項を示す場所に持参する。

　令和8年9月14日(月)午後５時（必着）までに、技術資料各１部を契
約条項を示す場所に郵送する。

(1)入札前の入札
参加資格確認申請
書（以下「申請
書」）の提出

共通事項２－２

(2)入札前の技術
資料の提出

１－６参照
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（ 水 ） までに電子入札システムにより
確認通知 通知する。（持参の場合は郵送により通知する。）

通知を受けた日から （ 木 ） まで
（閉庁日を除く。）
＜電子入札システムの場合＞　午前９時から午後９時まで、
ただし最終日は午後５時まで

＜持参の場合＞　午前９時から午後５時まで（契約条項を示す場所）
（ 月 ） まで

・交付期間
様書並びに数量書 　公告の日から （ 火 ）まで（閉庁日を除く。)
（以下「設計図書 ・交付するもの
等」という。）の 図面、特記仕様書、数量書（参考図書）
交付 ※数量書は、参考資料であり、契約図書ではありません。

　入札等の際は、設計図書（図面及び仕様書等）により積算する
こと。

・交付方法
１－１０の交付方法による。

公告の日の翌日から （ 木 ） まで
する質問受付期間 （閉庁日を除く。）

＜電子入札システムの場合＞　午前９時から午後９時まで、
ただし最終日は午後５時まで
＜持参の場合＞　午前９時から午後５時まで

（ 月 ） から （ 火 ） まで
覧期間等 回答は、電子入札システムに掲載する。

＜縦覧の場合＞
契約条項を示す場所で縦覧を行う。

(10)入札書等の提 ＜電子入札システムの場合＞
出について   令和8年10月6日(火)から令和8年10月7日(水)まで

（閉庁日を除く。）
期間内の午前９時から午後９時まで、ただし最終日は午後４時まで
＜持参の場合＞
開札日時に、契約条項を示す場所に以下の書類を提出すること。
・入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書、
　入札価格（工事費）内訳書

(11)入札価格（工
事費）内訳書

(12)開札日時 （ 木 ）

(13)入札後に行う 開札の日から （ 火 ） まで
資格確認資料及び （閉庁日を除く。）
技術資料に係る （次順位者以降の者の期日は別途指示する。）
根拠書類の提出 ＜電子入札システムの場合＞　午前９時から午後９時まで、

ただし最終日は午後５時まで
＜持参の場合＞　午前９時から午後５時まで
提出資料については、事前に提出したものを除く。

(14)入札後の参加 通知を受けた日から （ 月 ） まで
資格確認で資格が （閉庁日を除く。）
ないと認められた （次順位者以降の者の期日は別途指示する。）
者、若しくは技術 ＜電子入札システムの場合＞　午前９時から午後９時まで、
資料の確認で資格 ただし最終日は午後５時まで
がないと認められ ＜持参の場合＞　午前９時から午後５時まで
た者の請求期限

(3)入札参加資格の 令和8年9月16日

令和8年9月24日

(5)上記の回答期限 令和8年9月28日

(6)図面及び特記仕

令和8年10月6日

(7)図面の縦覧期間

(8)設計図書等に対 令和8年9月17日

(9)上記の回答書縦 令和8年9月28日 令和8年10月6日

令和8年10月8日 午前10時

令和8年10月13日

令和8年10月19日

＊電子入札システムの場合は、送信後に静岡県財務部建築企画課（℡
054-221-2357）まで電話連絡を行うこと。

共通事項２－４

共通事項２－３

共通事項２－３

共通事項２－３

工事の入札における全ての入札参加者は、入札書と同時に提出しなけ
ればならない。また、入札後12か月以内に、執行機関の必要に応じ、
より詳細な項目を記載した内訳書を提出する。

共通事項２－６

共通事項２－７

(4)入札前の参加
資格確認で資格が
ないと認められた
者の請求期限

共通事項２－４

共通事項２－３

共通事項２－５

共通事項２－２

共通事項２－４
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（ 金 ）まで（閉庁日を除く。）

※紙による申請等は発注機関の承認が必要

設計図書等の交付方法
(1)  設計図書等の交付

・入札情報サービス（ＰＰＩ）により交付する。

その他
(1)調査基準価格（又は最低制限価格）の設定

(2)前払金 請負代金の60%以内
(ただし中間前払金20%を含む。)

(3)部分払

(4)契約書作成 要
(5)工程表の提出 要
(6)工事工程月報 要
(7)ＩＳＯを活用した監督業務 準用１による
(8)現場代理人及び技術者の氏名の通知 書面
(9)火災保険付保の要否 無
(10)当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の 無
請負契約の相手方との随意契約により締結する予定の有無
(11)契約後ＶＥ 有

※公共工事等に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険契約

令和8年10月23日

１－１０

１－１１

(12)週休２日推進工事 対象（完全週休２日（土日）Ⅰ型）
(13)電子小黒板の活用 要

(14)法定外の労災保険（※）の付保
受注者は法定外の労災保険に付さなければな
らない。

準用１
（１）　本工事は、ISO9001認定取得を活用した監督業務等の取扱いの対象工事である。（ただし、低入札
　　　価格調査の対象となった場合は除く。）
　　　　落札者は、ISO9001認証取得を活用した監督業務等の取扱いの適用を希望する時は、建築工事課長
　　　に対し、工事請負契約締結日から14日以内に次の①から④までに掲げる書類を添えてその承認の申
　　　請をすることができる。ただし、③及び④に掲げる書類については、①に掲げる書類によってその
　　　内容を確認することができる場合は、提出を要しない。
　　　　①　ISO9001認証の取得に係る登録証の写し
　　　　②　ISO9001の審査に係る次の書類
　　　　　イ　直近の審査報告書（初回審査、定期審査又は更新審査のいずれかを対象として審査登録機
　　　　　　関が発行したものに限る。）の写し
　　　　③　本工事を担当する内部組織がISO9001認証を取得している場合にあっては、その旨を示す書類

(15)上記の回答期
限

共通事項２－４

県ホームページ「建設業のひろば」に掲載さ
れている「低入札価格調査実施要領・運用」
を参照してください。
調査基準価格の設定(有)
調査基準価格及び契約しない基準値の補正
(有)

請負代金が100万円以上2,000万円未満は２回
以内、2,000万円以上5,000万円未満は３回以
内、5,000万円以上は４回以内とする。
ただし、債務負担「有」の場合、最終年度を
除いた各年度につき１回を上記回数に加える
ことがある。
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　　　　④　ISO9001認証の範囲が、本工事の内容に一致していることを示す書類
（２）　建築工事課長は、この取扱いの適用が適当と認めたときは、申請日から14日以内に承認し、その
　　　旨を申請者に通知する。
（３）　建築工事課長は、この取扱いの適用が適当でないと認めたときは、申請日から14日以内に理由を
　　　付して、その旨を申請者に通知する。
（４）　その他詳細不明の点については、静岡県財務部建築工事課（TEL:054-221-3229）に照会すること。
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２－１　入札に参加する者に必要な資格に関する事項

２－２　入札参加資格の確認

(2)

入札参加資格の確認等
申請書の提出期限の日

②　申請書 入札後審査型様式第２号
③　技術資料等 個別事項に記載

入　　札　　公　　告（総合評価方式（簡易型Ⅱ・事後確認型）入札後審査型・共通事項）

(1)

(4)

　静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて満足
していることについての確認を受けた者であること。

(1)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の４の規定に該当しないこ
と。

(2)静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けていること。（認定業種は、入札公告（総合評価
方式（簡易型Ⅱ・事後確認型）入札後審査型・個別事項（以下「個別事項」という。））に記載）

(3)建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定に基づく許可を受けている者であること。（許可の種類
は、個別事項に記載）

(4)入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び入札参加資格確認資料（以下「資格確認資料」
という。）の提出期限の日から落札決定までの期間に､静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱
（平成元年８月29日付け管第324号）（以下「入札参加停止等措置要綱」という。）に基づく入札参加停止
（以下「入札参加停止」という。）を受けていないこと。

(5)静岡県発注公共工事暴力団排除措置要領（平成５年８月１日施行）に基づき、指名からの排除措置を受け
ていないこと。

(6)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申立てが成されている者（更生手続開始
の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立て
が成されている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

　この入札の参加希望者は、申請書を作成の上提出し、入札参加資格の基本的な確認を受けなければ
ならない。また、開札の結果、落札候補者になった者は、入札後に、資格確認資料を提出し、入札参
加資格の詳細な確認を受けなければならない。

　この入札の参加希望者は、入札前に、総合評価方式の技術資料（以下「技術資料」という。）につ
いて、表紙、様式－１から様式－６のうち必要な書類を作成の上提出し、総合評価における実績等の
評価項目の基本的な確認を受けなければならない。

　また、開札の結果、落札候補者になった者は、入札後に、技術資料に関する根拠書類（事前に提出
したものを除く。）を提出し、総合評価における実績等の評価項目の詳細な確認を受けなければなら
ない。

(3) 　上記(1)及び(2)の書類の提出は、原則静岡県電子入札システムによる電送とするが、電子ファイル
の容量により電送できない場合や、紙媒体による提出について発注者の承諾（紙入札方式参加申請書
（静岡県公共事業電子入札運用基準　様式４）を提出）を得た場合は、持参することができる。な
お、提出期限までに申請書、資格確認資料及び技術資料を提出しない者又は入札参加資格がないと認
められた者は、本入札に参加することができない。

①　入札参加資格確認基
準日

④　入札前に行う入札参
加資格の確認

提出期限までに申請書を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、
本入札に参加することができない。

⑤　入札後に行う入札参
加資格の詳細な確認

落札候補となった者は、指定する期日までに入札資格確認資料を、指定する日時ま
でに契約条項を示す場所へ提出すること。

⑥　入札前に行う評価項
目の確認と技術審査

提出期限の日までに技術資料（様式に添付する根拠書類を除く）を提出しない者又
は入札参加資格がないと認められた者は、本入札に参加することができない。

⑦　入札後に行う評価項
目の詳細な確認

落札候補となった者は、指定する期日までに、技術資料に係る証明資料（事前に提
出したものを除く。）を作成の上、指定する日時までに契約条項を示す場所へ提出
すること。
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○
・

・

○

・ 法令による免許については、免許を証する書面の写し

・

・ 監理技術者資格者証の写し及び「監理技術者講習修了証」の写し
○ 同種工事の施工経験を確認できる書類を提出すること。
・

・

・申請書、資格確認資料及び技術資料の作成及び申込に係る費用は、提出者の負担とする。

同種工事の施工実績を確認できる書類を提出すること。
同種工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し又は工事カルテ
（CORINS）の写し等

（上記に加え、当該工事の概要が記された設計図書の写し等が必要な場合は、
個別事項１－５に記載）

同種工事の施工実績が静岡県発注のものである場合は、工事成績評定点が記載
されている通知書の写し（完成検査合格通知書等）

⑨　配置予定技術者の資
格・工事経験の確認（参
加条件の場合）

１－５に掲げる資格があることを的確に判断できる配置予定の技術者の資格及び同
種の工事経験を確認できる資料を提出すること。この場合、配置予定の技術者とし
て複数の候補技術者に関する資料を提出することができる。また、他の工事に配置
されている技術者が、従事している工事の完成等により本工事に確実に配置できる
見込みがある場合は、当該技術者を配置予定技術者として記載することができる。

専任を要する工事における配置予定技術者の専任を開始する日は、現場施工に着手
する日が確定している場合は、明示された当該日から専任で配置できることを条件
とし、現場施工に着手する日が確定していない場合は、開札日の翌日から起算して
20日目（土曜日、日曜日及び祝日を含む。）から専任で配置できることを条件とす
る。
専任の終了する日は完成検査終了日とし、修補等がなく、現場における検査が終了
することを条件とする。

なお、工場製作のみが行われている期間と現場施工の期間を明確に区分することが
できる場合、工場製作から現場施工に移行する際に、主任技術者又は監理技術者を
交代することができる。また、工場製作のみが行われている期間については、専任
での配置は不要とする。この場合、専任での配置が不要な期間については、契約後
に受発注者が協議して決定する。

専任を開始する日に、申請のあった配置予定技術者を配置できない場合やCORINS等
により配置予定の技術者の専任義務違反の事実が確認された場合は、原則、契約し
ない、又は契約を解除する。契約前にあっては、入札保証金に相当する額を、契約
後にあっては、契約保証金に相当する額を違約金として支払わなければならない。
これらの場合、静岡県は一切の損害賠償の責を負わない。

他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもか
かわらず入札した場合や従事している工事の未完成等により、技術者が配置できな
いにもかかわらず入札した場合は入札参加停止等措置要綱に基づく入札参加停止を
行う場合がある。

配置予定技術者の資格、雇用関係を証するものとして以下の書類を提出するこ
と。

また、配置予定技術者が営業所技術者又は特定営業所技術者でないことを証す
る書類（建設業許可の申請時又は更新時に提出する書類に添付する営業所技術
者又は特定営業所技術者を確認できる書類（写しで可））

当該技術者との雇用関係を証する書面（監理技術者資格者証の写し、市区町村
が作成する住民税特別徴収税額通知書の写し又は雇用保険被保険者資格取得確
認通知書の写し等自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを証明するも
の）の写し

同種工事の施工経験として記載した工事に係る契約書の写し又は工事カルテ
（CORINS）の写し等
（上記に加え、当該工事の概要が記された設計図書の写し等が必要な場合は、
個別事項１－５に記載）

同種工事の施工経験が静岡県発注のものである場合は、工事成績評定点が記載
されている通知書の写し（完成検査合格通知書等）

⑩　入札参加資格 静岡県のホームページにおいて、貴社の該当する部分をＰＤＦ化して提出するこ
と。

⑪  経営事項審査結果通
知書の写し

建設業法27条の29第1項に規定する総合評定値通知書(審査基準日が入札日より１年
７ヶ月以内のもの)の写し

・入札執行者は、提出された申請書、資格確認資料及び技術資料を入札参加資格の確認以外に、提出者に
　無断で使用しない。

⑧　同種工事の施工実績
の確認（参加条件の場
合）
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・提出期限後における申請書、資格確認資料及び技術資料の差し替え及び再提出は認めない。
・提出された申請書、資格確認資料及び技術資料は、返却しない。　
・提出された申請書、資格確認資料及び技術資料は、公表しない。　
・申請書、資格確認資料及び技術資料に用いる言語は日本語とする。

２－３　設計図書等について
個別事項に記載

(2)質問

２―４　入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明

(2)発注者の回答方法 契約条項を示す場所で書面により回答する。

２－５　入札執行の場所等
契約条項を示す場所

① 郵送による入札は認めない。
②

③

④

２－６　入札価格（工事費）内訳書

　なお、入札価格（工事費）内訳書の提出の要否は、個別事項において記載する。
＜電子入札システムによる場合＞　入札書等受付期間に準じる。
＜持参による場合＞　入札書の提出に準じる。
様式第６号

２－７　開札等

(1)交付等の方法
電子入札システムによる。やむを得ない場合のみ書面持参（様式自由）とする。

(3)質問に対する回答 電送により回答し、書面の場合は契約条項を示す場所で縦覧する。

(1)入札の場所

入札執行回数は、２回を限度とする。

(2)様式

　入札参加資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由について、
説明を求めることができる。

(1)入札参加資格がないと認められた者の請求方法
等

電送又は契約条項を示す場所へ書面持参（様式自由）と
する。

電子入札システムによる。ただし、やむを得ない場合で発注機関の承認を得た場合は書面を
持参して入札できる。

＜電子入札システムによる場合＞電子入札システムにより入札書・入札価格（工事費）内訳
書を提出すること。

＜持参による場合＞事前に発注機関の承認を得て、開札日時に契約条項を示す場所に以下の
書類を提出すること。

・入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書、入札価格（工事費）内訳書
を提出すること。

持参による場合、入札書、入札参加資格があることが確認された旨の通知書の写し及び
入札価格（工事費）内訳書を提出すること。なお代理人が入札する場合には、入札前に
委任状を提出しなければならない。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

　第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した入札価格（工事費）内訳書の提出
を求める。

(1)受付

(3)取扱い 入札価格（工事費）内訳書は、入札書の添付書類とし、不備がある場合は入札を無効とする場
合がある。

(1)開札 契約条項を示す場所において、入札事務に関係のない県職員を立ち会わせて行うか、入札者又
はその代理人を立ち会わせて行う。

(2)入札の方法

(3)その他注意
事項
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入札公告「個別事項」に記載

２－８　落札者とならなかった者への理由の説明

契約条項を示す場所へ書面持参（様式自由）とする。

契約条項を示す場所で書面により回答する。

２－９　不落随契
　再度の入札において落札者がいない場合の随意契約への移行基準等は次のとおりとする。

２－10　その他
① 入札保証金　免除。
②

①

②

①

発注者の回答方法

(2)入札の
無効

　本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を行った者のした入
札並びに建設工事等競争契約入札心得（以下「入札心得」という。）及び〈現場説明、［現場
説明を行う場合］〉現場説明書において示した条件等入札に関する条件に違反した入札並びに
当該工事の入札価格（工事費）内訳書に不備があるときは、当該入札を無効とする。

　低入札価格調査の対象者が、開札後速やかになされる当該調査の実施に係る意思確認に対
し、応じられない旨の意思表示をした場合には、入札心得第13条第２項に違反するものであ
り、入札に関する条件に違反した入札として当該入札を無効とする。

　なお、入札参加資格のある旨を確認された者であっても、入札後に行う入札参加資格の詳細
な確認において入札参加資格がないと確認された者や、落札候補者が入札日以降落札決定まで
の間に、入札参加停止を受けた場合には、当該落札候補者のした入札は無効とする。

　総合評価の評価項目の詳細な確認において、落札候補者が申請した評価点と異なる配点と
なった場合は、当該落札候補者のした入札を無効とすることがある。

(3)落札者
の決定方法

　落札者とならなかった者は、入札執行者に対して自らが落札者とならなかった理由について、説明を求め
ることができる。

落札者とならなかっ
た者の請求方法等

移行基準 再度の入札（２回目の入札）を行った結果、落札者がいない場合において、最低価格と予定価
格との差額が予定価格の５％以下であるときは不落随契に移行する。

見積書を徴
する者

再度の入札（２回目の入札）で有効な入札を行った者のうち、入札価格と予定価格との差額が
予定価格の５％以下で、最高評価値であった者から見積書を徴する。

(1)入札保
証金及び契
約保証金

契約保証金　納付（契約金額の100分の10（低入札価格調査を受けて落札した者にあっては
100分の30）以上）。ただし、利付国債若しくは地方債の提供又は金融機関若しくは保証事
業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証
券による保証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

(3)工期等
に影響を及
ぼす事象に
関する情報
の通知

落札者は、建設業法第20条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼ
す事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定から請負契約を締結するまでの間
に、発注者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて通知しなけ
ればならない。

(2)契約書
の作成

契約の締結に当たっては、契約書〈仮契約書［要議決工事の場合］〉を作成しなければなら
ない。〈①-２ 契約は、県議会の議決があったときに成立する。［要議決工事の場合］〉
＜仮契約書の作成を要する契約、法令等の規定により紙の契約書が必須となる契約、契約期
間に保存期間を加えた期間が10年を超える契約、自動更新条項付契約のいずれかに該当する
場合を除く。＞

契約金額１億円以上の場合、①の契約の締結（仮契約書が必要な場合を除く。）は、静岡県
電子契約システムにより行うことができる。電子契約を希望する場合、落札候補となった日
から入札後に行う入札参加資格確認資料の提出期限日までの間に「電子契約同意書兼メール
アドレス確認書」（静岡県電子契約運用要領　様式第１号（静岡県ホームページ「建設業の
ひろば」からダウンロード可））を「契約条項を示す場所」に、電子入札システム又はE-
mailにより送信すること。なお、送信後、契約条項を示す場所まで電話連絡を行うこと。
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①

②

③

①
②

①

②

③
④

⑤

⑥
⑦

⑧

⑨

・

・

⑩

ア

イ

ウ

事業者等を守り育てる静岡県公契約条例第６条の規定に基づき策定された「県の取組方針」に
より、本工事に従事する者の労働環境の整備を図るため、以下の書類を提出すること。

契約時に、労働関係法令等を遵守する旨等を記載した誓約書（様式第１号）
本契約に係る下請負者がある場合（契約途中で新たに発生した場合を含む。）には、公共工
事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）（以下「入契法」
という。）第15条第２項に定める施工体制台帳の写しの提出時に、下請負者から提出させた
労働関係法令等を遵守する旨等を記載した誓約書（様式第２号）の写し

入札参加者は、入札心得及び契約書案を熟読し、入札心得を遵守すること。

契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

本工事の受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けた場合は、断固とし
てこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、
捜査上必要な協力を行うこと。

①により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかに発注者
に報告すること。発注者への報告は必ず文書で行うこと。

受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者により不当介入を受けたことから工程に遅れが生じ
る等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。

※ 不当介入を受けたにもかかわらず警察及び発注者への通報（報告）等を怠った場合は、入札
参加資格停止の措置を受けることがある。

(5)労働関
係法令等遵
守の誓約書
の作成

静岡県公共事業電子入札運用基準に基づき入札に参加すること。なお、代表者が変更となっ
ているにもかかわらず、変更前の代表者のＩＣカードを使用して入札に参加し、又は参加し
ようとした場合等、ＩＣカードの不正使用が確認された場合には、入札参加停止を行うこと
がある。また、契約後にＩＣカードの不正使用が確認された場合には、契約解除を行うこと
がある。
電子入札システムの障害等やむを得ない事情がある場合、紙入札に変更する場合がある。

落札者は、申請書に記載した配置予定技術者を、当該工事の現場に専任で配置すること。
（専任の配置技術者が必要な工事の場合）

契約書案、契約約款、入札心得、仕様書及び現場説明書は、契約条項を示す場所で縦覧する
ものとする。

申請書、資格確認資料及び技術資料に虚偽の記載をした場合においては、入札参加停止を行
うことがある。

１－５ に掲げる競争入札参加資格の認定を受けていない者も申請書、資格確認資料及び技
術資料を提出することができるが、競争に参加するためには、当該資格の確認を受け、か
つ、競争入札参加資格の認定を受けなければならない。

低入札価格調査制度については、「低入札価格調査制度実施要領・運用」によるので、別途
ホームページ等で確認すること。

　低入札価格調査を受けて落札した者にあっては、配置予定の主任技術者（監理技術
者）とは別に、建設業法第26条第１項に規定する者と同等以上の技術者（以下「補助技
術者」という。）を専任で土木工事（建設業法第２条第１項に規定する建設工事のう
ち、土木一式工事、とび・土工・コンクリート工事、鋼構造物工事、舗装工事、しゅん
せつ工事及び塗装工事）の場合は２名、その他の工事の場合は１名現場に配置しなけれ
ばならない。ただし、特記等別に定める場合は、この限りではない。この場合におい
て、主任技術者（監理技術者）及び補助技術者は、現場代理人と兼ねることができな
い。

　低入札価格調査を受けて落札した者の契約保証金の取扱いについては、本公告「２－
10　その他　入札保証金及び契約保証金②」参照。

落札決定後に、入札参加停止措置があった場合の取扱いについては、以下のとおりとする。

　落札決定後から契約締結までの間に落札者が静岡県から入札参加停止措置を受けたと
きは、当該落札決定を取り消すことがある。

　県議会の議決を要すべき契約においては、仮契約の締結前に静岡県から入札参加停止
措置を受けたときは仮契約を締結せず、仮契約の締結後から県議会の議決前に静岡県か
ら入札参加停止措置を受けたときは仮契約を解除し、本契約を締結しないことがある。

　ア又はイにより契約を締結しない取扱いとした場合については、県は一切の損害賠償
の責めを負わないものとする。

(4)暴力団
員等又は暴
力団関係業
者による不
当介入を受
けた場合の
措置

(6)その他
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⑪

⑫

⑬

⑭

２－11　労務費ダンピング調査【設計金額5,000万円以上の場合】

本工事の下請人については、静岡県内に建設業法（昭和24年法律第100号）に規定する主た
る営業所を有する者の中から選定するよう努めること。（WTO政府調達協定が適用される場
合、⑪の事項は該当しない。）

簡易な施工計画に記載された内容については、その後の工事において、その内容が一般的に
使用されている状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等
の排他的権利を有する提案については、この限りではない。なお、発注者は、提案内容に関
する事項が提案者以外のものに知られることのないように取り扱うものとする。また、提案
者の了承を得ることなく提案の一部のみを採用することはしない。ただし、落札者の提案に
ついては、採用した理由の説明を求められた場合に他者に比べ優位な点を公表することがあ
ることとする。

債務負担行為による複数年度の契約案件において、低入札価格調査等により債務負担行為設
定年度中の契約締結が見込めない場合、本入札の執行を取りやめる。

その他詳細不明の点については、契約条項を示す場所及び事務を担当する機関へ連絡するこ
と。

　この入札は、入契法第13条第1項の規定に基づき、入札価格（工事費）内訳書の内容の確認等（以下「労務
費ダンピング調査」という。）を実施する。

調査対象者 　落札候補者（落札者となった者を含む。）のうち、入札価格（工事費）内訳書に記
載された直接工事費が一定水準を下回った者

理由書の提出 　発注者は、調査対象者に「労務費ダンピング調査対象者通知書」により通知するも
のとし、調査対象者は、入札価格（工事費）内訳書に記載された直接工事費が一定水
準を下回った理由書を期限までに提出しなければならない。

理由書の提出がない
場合の措置

　契約書の締結期限日までに理由書の提出がない場合、落札決定後辞退として取り扱
うこととし、契約は締結しない。また、入札参加停止を行うことがある。

理由書の取扱い 　合理的な理由が認められない場合、是正措置を要請するとともに、許可行政庁に通
報を行う。

令和８年度(６月改正)総合評価活用ガイドライン(営繕工事)適用


